
事 業 概 況 （令和７年６月分結果の概要） 

 

 保 険 給 付 

令和７年度労災保険業務機械処理の令和７年６月末現在における保険給付支払総額は 2,066億円で、前年同期に比べて

1.5％増となっている。 

保険給付支払総額の給付種類別の状況 

  保険給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、年金等給付が 1,032億円で 50.0％と最も大きく、次いで療養補償給

付が 663億円で 32.1％を占めている。以下、休業補償給付が 12.1％、障害補償一時金が 3.5％、遺族補償一時金が 1.0％、

介護補償給付が 0.9％、葬祭料及び二次健康診断等給付がそれぞれ 0.2％となっている。 

  保険給付支払総額を給付種類別に前年同期と比べてみると、葬祭料が 10.3％増、二次健康診断等給付が 7.2％増、療養

補償給付が 4.9％増、遺族補償一時金が 3.3％増、休業補償給付が 1.3％増、介護補償給付が 0.4％増となっているのに対

し、年金等給付が 0.6％減、障害補償一時金が 0.1％減となっている。（第１表） 

 

 

 

 

 

保険給付支払総額の業種別の状況 

  保険給付支払総額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が 711億円で 34.4％、「建設事業」が 560億円で 27.1％、

「製造業」が 463億円で 22.4％となっている。以下、「運輸業」が 11.4％、「鉱業」が 2.3％、「林業」が 1.4％、「船舶所

有者の事業」が 0.4％、「漁業」が 0.3％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 0.2％となっている。 

  保険給付支払総額を業種別に前年同期と比べてみると、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 9.3％増、「船舶所有

者の事業」が 4.7％増、「その他の事業」が 4.6％増、「運輸業」が 3.0％増、「建設事業」が 0.1％増となっているのに対

し、「鉱業」が 8.8％減、「漁業」が 3.5％減、「林業」が 2.1％減、「製造業」が 0.8％減となっている。（第２表） 

 

 

区　分　

　保険給付

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

合 計 203,637,444 100.0 2.0 △    206,630,052 100.0 1.5

療 養 補 償 給 付 63,185,015 31.0 3.4 △    66,289,428 32.1 4.9

休 業 補 償 給 付 24,731,460 12.1 1.6 △    25,062,852 12.1 1.3

障 害 補 償 一 時 金 7,161,660 3.5 2.4 7,157,218 3.5 0.1 △    

遺 族 補 償 一 時 金 2,017,781 1.0 2.9 △    2,083,515 1.0 3.3

葬 祭 料 387,662 0.2 9.4 △    427,519 0.2 10.3

介 護 補 償 給 付 1,948,762 1.0 0.5 △    1,957,164 0.9 0.4

年 金 等 給 付 103,802,615 51.0 1.6 △    103,220,735 50.0 0.6 △    

二 次健 康診 断等 給付 402,490 0.2 4.8 431,621 0.2 7.2

(注1) 本表は、機械処理データの金額である（以下、各表同じ）。

　　　合計が合わない場合がある（以下、各表同じ）。

(注2) 本表の数値は、金額は百の位で、比率は小数点以下第2位で四捨五入を行っているため、

令和6年度　6年6月末 令和7年度　7年6月末

金 額 構成比
対前年
同　期
増減率

金 額 構成比
対前年
同　期
増減率

第　１　表　　給 付 種 類 別 保 険 給 付 支 払 状 況



 

 

 

年金等給付支払総額の業種別の状況 

  年金等給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、遺族補償年金が 581億円で 56.3％と最も大きく、次いで障害補償

年金が 399億円で 38.7％、傷病補償年金が 52億円で 5.0％を占めている。 

  年金等給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が 336 億円で 32.5％、「製造業」が 286 億円で 27.7％、

「その他の事業」が 230億円で 22.3％となっている。以下、「運輸業」が 11.5％、「鉱業」が 3.5％、「林業」が 1.6％、「漁

業」が 0.4％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」及び「船舶所有者の事業」がそれぞれ 0.3％となっている。（第３表） 

 

 

 

 

 

 

 

 

区　分　

　業　種

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

全 業 種 203,637,444 100.0 2.0 △    206,630,052 100.0 1.5

林 業 2,917,189 1.4 6.8 △    2,856,546 1.4 2.1 △    

漁 業 585,582 0.3 7.8 565,065 0.3 3.5 △    

鉱 業 5,296,223 2.6 5.0 △    4,832,419 2.3 8.8 △    

建 設 事 業 55,950,061 27.5 1.7 △    55,993,824 27.1 0.1

製 造 業 46,644,245 22.9 3.8 △    46,266,864 22.4 0.8 △    

運 輸 業 22,889,540 11.2 0.4 23,574,474 11.4 3.0

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
451,357 0.2 13.6 △   493,318 0.2 9.3

そ の 他 の 事 業 68,026,203 33.4 1.4 △    71,128,970 34.4 4.6

船 舶 所 有 者 の 事 業 877,045 0.4 0.6 △    918,572 0.4 4.7

金 額 構成比
対前年
同　期

増減率
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第　２　表　　業 種 別 保 険 給 付 支 払 状 況

令和6年度　6年6月末 令和7年度　7年6月末

令和7年度　7年6月末現在

区　分　 障 害 補 償 遺 族 補 償 傷 病 補 償 合 計
年 金 年 金 年 金 （ 年金等給付 ）

千円 千円 千円 千円 ％

全 業 種 39,938,499 58,076,578 5,205,659 103,220,735 100.0

林 業 469,931 1,089,123 58,998 1,618,052 1.6

漁 業 95,200 295,406 4,603 395,209 0.4

鉱 業 351,039 2,837,918 377,867 3,566,823 3.5

建 設 事 業 10,415,223 21,245,787 1,909,993 33,571,003 32.5

製 造 業 13,957,150 13,793,574 870,354 28,621,078 27.7

運 輸 業 4,586,200 6,682,599 551,200 11,819,999 11.5

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
63,401 186,132 11,305 260,838 0.3

そ の 他 の 事 業 9,897,938 11,728,399 1,409,702 23,036,039 22.3

船 舶 所 有 者 の 事 業 102,417 217,640 11,637 331,694 0.3

構 成 比 38.7% 56.3% 5.0% 100.0% －

(注) 「傷病補償年金」は、傷病補償年金受給者に係る療養の給付及び療養の費用を含む。

構成比

第　３　表　　業 種 別 年 金 等 給 付 支 払 状 況



保 険 料 

 

  令和７年度労災保険業務機械処理の令和７年６月末現在における保険料徴収決定済額は 3,294億円で、前年同期に比べ

て 23.2％増となっている。保険料収納済額は 379億円で、前年同期に比べて 9.3％増となっている。また、収納率につい

てみると 11.5％となっており、前年同期に比べて 1.5ポイント下回っている。 

  保険料徴収決定済額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が 1,588億円で 48.2％と最も大きく、次いで、「建設

事業」が 699億円で 21.2％、「製造業」が 603億円で 18.3％を占めている。以下、「運輸業」が 10.2％、「船舶所有者の事

業」が 1.0％、「林業」が 0.4％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 0.3％、「鉱業」0.2％、「漁業」が 0.1％となっ

ている。（第４表） 

 

 

 

区　分　

令和6年度 令和7年度 令和6年度 令和7年度 令和6年度 令和7年度

　業　種 6年6月末 7年6月末 6年6月末 7年6月末 6年6月末 7年6月末

千円 千円 ％ ％ 千円 千円 ％ ％ ％ ％

全 業 種 267,303,202 329,387,805 100.0 23.2 34,694,032 37,911,897 100.0 9.3 13.0 11.5

林 業 1,172,780 1,228,003 0.4 4.7 380,724 388,533 1.0 2.1 32.5 31.6

漁 業 353,322 406,177 0.1 15.0 93,867 95,270 0.3 1.5 26.6 23.5

鉱 業 635,438 792,109 0.2 24.7 58,959 65,145 0.2 10.5 9.3 8.2

建 設 事 業 65,762,694 69,932,302 21.2 6.3 17,083,558 18,455,034 48.7 8.0 26.0 26.4

製 造 業 54,263,156 60,328,564 18.3 11.2 2,754,156 2,966,702 7.8 7.7 5.1 4.9

運 輸 業 21,231,408 33,520,731 10.2 57.9 1,161,187 1,288,680 3.4 11.0 5.5 3.8

電気、ガス、 水道

又は熱供給の 事業
743,823 1,107,622 0.3 48.9 20,008 17,867 0.0 10.7 △  2.7 1.6

そ の 他 の 事 業 120,051,175 158,791,020 48.2 32.3 12,859,758 14,291,897 37.7 11.1 10.7 9.0

船舶所有者の 事業 3,089,404 3,281,277 1.0 6.2 281,814 342,770 0.9 21.6 9.1 10.4

構成比
対前年
同　期

増減率

構成比
対前年
同　期

増減率

第　４　表　　業　種　別　保　険　料　徴　収　状　況
保 険 料 徴 収 決 定 済 額 保 険 料 収 納 済 額 収　納　率


